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2015 年 5月の世界保健総会では，「薬剤耐性（AMR）に関するグローバル・アク
ション・プラン」が採択され，加盟各国は「2 年以内に薬剤耐性に関する国家行動計
画を策定すること」を求められた．わが国でも厚生労働省を中心に議論が行われ，
2016 年に初めてのAMRアクションプランが策定された．2020 年までの成果指標
として，抗菌薬の販売量（全体）を 2013 年と比較して 33％の減少，広域抗菌薬で
ある内服セファロスポリン系薬，内服フルオロキノロン系薬，内服マクロライド系薬
をそれぞれ 50％減少させることを目標としている．これを達成するため，厚生労働
省は「抗微生物薬適正使用の手引き」を公開し，「急性気道感染症」と「急性下痢
症」診断時のウイルスの関与を指摘し，安直な広域経口抗菌薬の投与を戒めた．
一方，手引きから外れた「尿路性器感染症」は病原微生物の多くが細菌性であり，

検鏡で細菌が確認できれば診断も容易である．そのため，抗菌薬投与が治療の第一選
択となることに異存はないが，問題は選択されるべき抗菌薬の種類である．わが国と
欧米諸国では明らかに尿路性器感染症時に処方される抗菌薬に違いがある．その結果，
わが国の尿路性器検体から分離されたキノロン耐性大腸菌，ESBL 産生グラム陰性桿
菌，セファロスポリン耐性菌，多剤耐性淋菌等の検出率は右肩上がりの状態である．
このような現状をふまえ，尿路性器感染症領域でも違った角度から成果指標を達成

するためのアプローチが必要であり，抗菌薬適正使用の観点から，AMRアクション
プランを意識した新しいガイドラインが必要な時期に差しかかっていると思われる．
そこで今回は，尿路性器感染症の若きエキスパートの先生方に，耐性菌誘導を助長

しない理想とする治療法を提示いただいた．本特集を通して，多くの泌尿器科医の抗
菌薬の選択や投与期間に変容が生ずることを期待したいと思う．
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特集

尿路性器感染症の 
治療薬はこう使う !
避けては通れない AMRアクションプラン

企画にあたって
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